	経済情勢トピックス《府内中小企業における賃上げの状況》


	賃上げの動きは、景気回復の下で、大企業のみならず、府内中小企業にも広がりつつある。ただし、賃上げを実施する企業の割合は、小零細企業においては極めて低く、26年との比較においても足踏みの状況にある。また、赤字でも労働力確保の観点から賃上げせざるを得ない企業も少なくない。


１．はじめに

　大阪経済は、一部に弱さが残るものの、緩やかな回復基調が続いている。今後、景気の持続的な回復に向けた、消費の拡大には所得の増加を伴う必要がある。
　大阪府の賃金指数の動きをみると、現金給与総額（名目）は26年以降増加基調にあるものの、決まって支給する給与（名目）では、ほぼ横ばいで推移しており、給与の増加は一時金等の特別給与によるものである（図表１）。また、実質でみると、ほとんどの月でマイナスである。
　このように、26年度においては、恒常的な収入の増加となっていなかったが、27年度は、どのように推移するであろうか。日本経済団体連合会の2015年春季労使交渉・大手企業業種別回答状況[了承・妥結含]（加重平均、2015年4月16日）をみると、賃上げ率は総平均8,502円（2.59％）で、26年の7,643円（2.34％）を上回っており、27年における賃金増加を期待できそうな状況である。本稿では、主に大阪府内中小企業における27年の賃上げ状況についてみていく。
図表１　大阪府における賃金指数の増加率
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（注）平成22年を100とする指数の対前年同月比。

資料：大阪府統計課「大阪の賃金、労働時間及び雇用の動き」

２．賃上げ状況
（１）中小企業を含めた賃上げが進む
　大阪府内における賃上げ状況について、集計された金額の統計をみると、27年の平均妥結額は5,828円で26年の5,765円よりも、63円増加している（大阪府総合労働事務所）。
従業員規模が大きいほど平均妥結額は高いものの、299人以下でも5,289円と、中小企業でも賃上げが進んでいる（図表２）。
図表２　春季賃上げ要求平均妥結額（規模別）
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資料：大阪府総合労働事務所「平成27年春季賃上げ要求・回答状況（速報第2報）」
（２）小零細企業には賃上げが浸透していない

　しかしながら、調査対象の過半数を従業員数10人以下の企業が占める大阪信用金庫、大阪シティ信用金庫の調査では、賃上げ実施企業は2割強に留まる。

大阪信用金庫の調査によると、従業員数51人以上の企業では、半数程度が賃上げを実施しているが、規模が小さくなるほど実施割合は低下し、特に、10人以下の零細企業では、賃上げ実施割合が著しく低い（図表３）。

また、大阪シティ信用金庫の調査では、賃上げ実施企業の割合が26年の27.6％から27年の25.4％へと減少した。規模別にみると、10～19人規模、50人以上規模では賃上げ実施割合が高まっており、回答数の54.5％を占める10人未満の企業が全体を引き下げたことがわかる（図表４）。中小企業の中でも、小零細企業には賃上げが、必ずしも浸透していない状況がうかがえる。

図表３　規模別賃上げ実施企業割合
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資料：大阪信用金庫「第163回景気動向調査」
図表４　賃上げ実施企業割合の変化
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資料：大阪シティ信用金庫「中小企業における2015年の賃上げ状況」
３．賃上げの理由

（１）賃上げの主な理由は人材確保
　帝国データバンクの調査では、賃上げの理由は、「労働力の定着・確保」が最も多く、「自社の業績拡大」がそれに次ぐ（図表５）。「労働力の定着・確保」を理由とする割合は、25年度に57.4％、26年度に53.9％であったが、27年度は66.1％に高まっており、人材確保のための賃上げの重要性がいっそう高まっていることが示されている。

図表５　賃上げの理由（近畿、複数回答）
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資料：帝国データバンク大阪支社「近畿地区企業の2015年度の賃金動向に関する意識調査」
　人材確保のための賃上げが実施される背景としては、雇用不足感が強まっていることが挙げられる（図表６）。

図表６　大阪府内中小企業の雇用動向DI
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（注）雇用不足感DI＝雇用不足企業割合－雇用過剰企業割合

　　雇用予定人員DI＝雇用増加企業割合－雇用減少企業割合

資料：大阪産業経済リサーチセンター「大阪府景気観測調査」
リーマンショック後の景気後退期に人員削減をした企業が多く、昨今の景気回復による生産・販売の下で、25年以降、雇用不足感が急激に強まってきた。このため、人材の確保・定着を図るために賃上げを意識せざるを得ない状況である。
（２）赤字企業でも賃上げせざるを得ない場合も

そうした企業の中には、業績が悪くとも賃上げせざるを得ないというケースも少なくない。採算別に賃上げ動向をみると、黒字企業の70.8％が「賃上げ実施を決定・予定」と賃上げ割合は高いが、赤字企業においても、「賃金の圧縮を考えている」企業は11.6％に過ぎず、41.8％は賃上げ実施を決定・予定している（図表７）。赤字企業といえども、人材の確保・定着のために賃上げをせざるを得ない場合も少なくない。
図表７　賃上げと採算水準（全国）
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資料：中小企業家同友会「同友会景況調査2015年1～3月期オプション調査」
（３）賃上げしないのは業績不振による

一方、賃上げをしない理由は「売上・受注の不振」を筆頭に、「賃上げより雇用維持を優先」といった切実な状況による理由のほか、市況が好転しないことによって「賃上げ分を販売価格に転嫁できない」「同業他社との価格競争激化」、そして「原材料高騰」といった理由も挙げられている（図表８）。これに対して、労働に並ぶ生産要素である設備に関して「設備投資を増強」するという理由で賃上げが難しいという理由は少ない。

図表８　賃上げが難しい理由（全国、複数回答）
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資料：中小企業家同友会「同友会景況調査2015年1～3月期オプション調査」
５．おわりに
　上場企業では、賃上げの動きが続いており、26年よりも上げ幅が大きくなっている。こうした動きは中小企業にも広がりつつあるものの、小零細企業では、賃上げを行う企業は少なく、賃上げの動きは足踏みの状況にある。

中小企業の中には、赤字でも労働力確保の観点から賃上げせざるを得ない企業も少なくないものの、業況が厳しい小零細企業では、そうしたゆとりがなく、賃上げが難しいのが実情である。賃上げの裾野が広がっていくためには、小零細企業においても業況が改善していくことが期待される。
（町田　光弘）
参考表１　2015年の賃上げ調査について(大阪府)
	大阪府総合労働事務所（4/17）

	　平成27年春季賃上げ要求・回答状況（速報第２報）

　4月9日にまとめた府内の春季賃上げ要求・回答・妥結状況の１組合当たり単純平均（787組合）

	　平均妥結額は27年に5,828円で、26年の5,765円よりも増加。規模別には、1,000人以上は6,396円、300～999人は5,992円、299人以下は5,289円。業種別には、製造業6,149円、非製造業5,179円。

	大阪商工会議所（4/27）

	　中小企業の経営課題と賃金動向に関するアンケート調査

大阪商工会議所会員の中小企業371社（回答率12.8％）。4/6～4/17に実施。

	　27年度の賃金改定方針は、「引き上げた/引き上げる予定」が61.5％。業種別には、製造業が60.2％、非製造業が62.1％。

引き上げ方法は、「定期昇給の実施」が50.9％、「ベースアップの実施」が25.5％。
引き上げの理由（複数回答）は、「人材の定着やモチベーション向上のため」が81.6％、「業績が改善している（または見込まれるため）」が36.4％。

	大阪信用金庫（3/31）

	　第163回景気動向調査
　当金庫取引先1,786社（大阪府内、尼崎市：回答率71.7％）。10人以下の企業が58.9％。調査時点2月下旬。

	　賃上げ「実施予定」が23.1％で、26年調査（18.5％）よりも上昇。
業種別では、製造業が31.0％、卸売業28.5％の一方で、小売業は10.0％。従業員規模が大きくなるほど「実施予定」の企業が増加傾向。

	大阪シティ信用金庫（4/2）

	　中小企業における2015年の賃上げ状況
　当金庫取引先1,170社（大阪府内：回答率98.7％）。10人以下の企業が54.5％。調査時点は3月2～6日。

	　「賃上げ実施」は25.4％で、26年に比べ2.2ポイント減少したが、「賃下げ実施」は2.1％で、同0.3ポイント減少。平均賃上げ率は2.77％で26年より0.21ポイント低い。
賃上げ実施の主な理由は「業績が向上したため」が63.9％と最多。賃上げしない理由は「景気の先行きが不透明なため」が63.5％。


（出所）各機関におけるウェブサイト公表資料より。

参考表２　2015年の賃上げ調査について(近畿、全国)
	帝国データバンク大阪支社（近畿：2/27）

	　近畿地区企業の2015年度の賃金動向に関する意識調査
　1,789社（回答率45.1％）。調査期間1/19～1/30。

	　賃金改善を見込む企業が50.3％で、26年を1.3ポイント上回り、過去最高の数値。中小企業の51.1％が賃金改善の意思があるとし、大企業の47.0％を上回る。
賃金改善の理由（複数回答）のトップは「労働力の定着・確保」66.1％で、「自社の業績拡大」が47.7％。賃金改善がない企業の理由（複数回答）のトップは「自社の業績低迷」66.0％で、「同業他社の賃金動向」は19.0％。

	中小企業家同友会（全国：4/8）

	　同友会景況調査2015年1～3月期オプション調査
会員企業1,055社。

	　賃上げ決定・予定企業は57.8％。100人以上が68.1％で、5人未満が25％。1～3月期に赤字となった企業でも41.8％が賃上げを決定・予定。

	連合（全国：4/16）

	　2015春季生活闘争　第4回回答集計結果について
　組合員。4/14の10時時点。

	　定昇相当分込み賃上げ計6,670円（昨年同一組合比711円増）。300人以上が6,838円。300人未満が4,928円。

	日本経済団体連合会（全国：4/16）

	　2015年春季労使交渉・大手企業業種別回答状況[了承・妥結含]（加重集計）[第1回集計]

東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手249社。

	　回答・妥結額は8,502円でアップ率2.59％で、26年の7,643円（2.34％）を上回る。製造業平均8,630円（2.64％）、非製造業平均7,937円（2.35％）。

	財務省（全国：4/22）

	　財務局調査による『賃金の動向』について

各財務局が継続的にヒアリングを実施している企業等1,372社。調査期間3月中旬～4月中旬。

	　賃上げを行う企業の割合は92.6％。年々その割合は上昇。規模別でみると、賃上げを行う企業の割合は、中堅・中小企業で増加している。ベアを行う企業は全国が47.1％で、近畿は47.9％。


（出所）各機関におけるウェブサイト公表資料より。
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